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1　はじめに
　本稿は，2004年8月28日（土）および29日（日）の両日に岡山商科大学で開催された日本
簿記学会第20回大会を記念して行われた第20回大会記念講演会（8月29日）での講演内容に
加筆修正したものである。
　さて，今回の演題「企業会計と複式簿記」は，本大会の統一論題「新会計基準と簿記」を考慮
して付けたものであるが，近年，特に経済のグローバル化の進展を背景に，会計基準の国際的調
和化（ないし収敏）の要請に基づき，わが国の「会計基準」が，急速に新設ないし改訂される中
で，企業会計の枠組みがどのように変容し，またそれに伴い，その基礎にある簿記，特に組織的
簿記としての複式簿記の役割ないし機能がどのように変化し，簿記の側からみてどのような問題
が生じつつあるかについて考えてみようとするものである。その際，併せて，会計基準の新しい
展開に対応して，複式簿記機構をどのように充実ないし発展させるか，その方向についても考え
てみたい。
　ここで，「会計基準」という術語のもつ意味などについて明らかにしておきたい。「会計基準」
（accounting　standards）とは，一般に公正妥当と認められる企業会計の規範であり，企業が会
計処理を行うにあたって一般に従わなければならない基準であるとともに，監査人が財務諸表を
監査するにあたって準拠しなければならない基準であると解される。これは「会計原則」（ac・
counting　Principles）ともいう。
　この意味での「会計基準」には，旧大蔵省（現在の金融庁）企業会計審議会により設定された
「企業会計原則」をはじめとして，近年，国際会計基準（IAS）に代表される国際基準との調和
化などを目的として，特に証券取引法会計の枠組みのもとで，その周辺にピースミールに設定さ
れたか，または改訂された会計基準が含まれることになる（財務諸表等規則第1条参照）。ここで
は，特に1993年（平成5年）の「リース会計基準」以後に新しく公表された一連の会計基準を
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指すことにする。なお，これらの会計基準は商法上も規範性を有する（商法第32条第2項参照）。
　上述のように，わが国では，’会計基準は，従来パブリック・セクターとしての（旧大蔵省）企
業会計審議会によって設定されてきたが，2001年（平成13年）8月にプライベート・セクター
である企業会計基準委員会が誕生し，新たに会計基準の設定に従事することになった。その背景
には，従来IASの設定主体であった（各国職業会計士団体の代表からなる）国際会計基準委員
会（IASC）が全面的に改組されて，各国基準設定主体からなる国際会計基準審議会（IASB）が
新設され，2001年4月から基準設定活動を開始したという事情がある。その結果，わが国では，
当面は企業会計審議会と企業会計基準委員会という二つの基準設定機関が並存する状況にある。
H　企業会計の枠組みについての二つの見方
L　受託責任会計
　（1）受託責任会計の意義
　企業会計の枠組みをどのようにとらえるかについては，大別して二つの見方がある。
　一つは，「受託責任会計」ないし（その発展形態である）「利害調整会計」の枠組みとみる説で
ある。「受託責任会計」（accounting　for　stewardship）は，本来，企業会計を，資本の委託・
受託の関係を基礎にして，その受託者たる企業ないし経営者が委託者たる出資者に対して負う
「受託責任」（stewardship）に基づき，委託された資本をどのように管理運用したかについて，
その顛末を報告するシステムととらえる見解である。この会計の枠組みのもとでは，企業会計の
役割は経営者が出資者に彼らから委託された出資資本をどのように管理運用したかについてその
顛末を報告する責任を履行すること　　会計責任（accountability）の履行という点に求められ
ることになる。
　この意味での「受託責任会計」は，原理的には，すでに中世のイタリアに見られたソキニタス
（societas）やマグナ・ソキエタス（magna　societas）のような組合企業において，参加企業の
出資額と利益分配額を確定し，それを報告する会計として成立したとみられる。しかし，それが
財務会計としての内実を備えるに至ったのは，産業革命を経て，産業資本が台頭するに伴い，社
会的資本の集中機構としての株式会社企業が成立し，そこにおいていわゆる「所有と経営」が分
離し，経営に参加しない多数の不在株主ないし一般株主が存在するようになると，経営者（専門
経営者）から，彼らに対して資本運用の成果一特に業績表示利益と分配可能利益の額を算定・
伝達することが要請され，ここに財務会計（外部報告会計）としての実質を備えた「受託責任会
計」が確立するに至ったと考えられるω。
　このような「受託責任会計」の枠組みのもとでは，会計報告の手段としての財務諸表はなによ
りもまず，委託された資本の管理運用に関して生じる取引事実についての客観的証拠に支えられ
（1）　これについては，拙著『制度会計の理論』森山書店，1986年，34頁参照。
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た組織的な帳簿記録を基礎にし，それから誘導して作成される必要がある。そうであればこそ，
財務諸表は受託責任の履行に関する報告書ないし弁明書としての役割を果たすことが期待される
のである。それゆえ，この会計システムでは，日常の取引事象についての組織的かつ客観的（検
証可能）な帳簿記録の作成を可能にする複式簿記機構こそがその基礎をなすものとして特に重要
視されることになる。「受託責任会計」においては測定原則として特に取得原価主義ないし取得
原価基準が適合するが，その理由は，この測定原則こそが複式簿記機構により適合するものであ
るとみられる点にある。「受託責任会計」こそ会計の歴史のはじめに現れたものであるという意
味で，会計の本源的な形態であるとみられる。
　②　利害調整会計
　上述のような「受託責任会計」は，企業の巨大化・複雑化を背景に，特に報告の客体（受け手）
の中に現在の株主と債権者あるいは現在の投資家と将来の投資家のように，企業利益の分配をめ
ぐって利害の対立する異質的な利害関係者が含まれるようになると，実質的には，企業利益の分
配一持分の帰属をめぐるこれらの利害関係者間の利害の対立を調整するという役割を担うこと
になる。ここに，「受託責任会計」は，「利害調整会計」という形態をとって展開されることにな
る②。
　この点について，AAA「会計測定委員会」は，すでに「1971年報告書」の中で，会計を，主
に会計測度の異質性という点から，「エクイティ・アカウンティング」（equity　accounting）と
「オペレーショナル・アカウンティング」（operational　accounting）とに分類しているが，こ
のうち前者の「エクイティ・アカウンティング」とは，「経営活動から生ずる収益または効益を
公平に分配するために，ある組織内外の株主その他の利害関係者の持分を調整することを目的と
した会計」であると定義され，会計測度として，特に取得原価に代表される「回顧的測度」が重
視されると指摘されている③。さきにいう「利害調整会計」は，ここにいう「エクイティ・アカ
ウンティング」に該当するものと解される。一方，「オペレーショナル・アカウンティング」と
は，後にみる「意思決定会計」に相当するといえる。
　（3＞利害調整の一層の展開
　上述のような「受託責任会計」の枠組みでは，株主と経営者は，資本の委託者と受託者の関係
（エージェンシー関係）にあるが，ここでは，経営者は受託者として株主から委託された資本を
誠実に管理運用する主体と想定されている。しかし，経営者も合理的な経済人として行動する主
体であり，しかも経営に直接関与しない株主に比べて有用な情報を支配する立場（情報優位の立
場）にあるから，その立場を利用して，株主の利益の犠牲において自己の利益を図ることができ
る。そのため，株主との間に利害の衝突が生じることになる。会計報告は，こうした経営者の行
動を監視する装置（monitor）の一つとして，経営者が株主から委託された資本の管理運用の状
（2）　拙著，前掲書，34頁～35頁，206頁以下など参照。
（3）米国会計学会（AAA）；Report　of　the　Committee　on　Foundations　of　Accounting　Measurement，
　Accounting　Review，　Supplement　to　VoL　46，1971，　pp．1－48．
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況を報告することによって，彼らの間で生じる利害の対立を調整ないし緩和する機能をも果たす
ことになるといわれる。その意味で，会計の利害調整機能は，企業外部の利害関係者（現在の株
主と債権者や現在の株主と将来の株主など）間の利害調整だけでなく，経営者と株主の間の利害
調整にも及ぷことになる。
　以上のような（「受託責任会計」の発展形態である）「利害調整会計」のもとでは，特に企業財
産をめぐる異質的な利害関係者間の取り分の調整計算，具体的には分配可能利益の計算一持分
確定計算が中心課題とされる。この場合，分配可能利益は，原理的には，投下資本（取得原価）
の維持を前提としてその回収剰余としてとらえられるから，この枠組みのもとでは，やはり測定
原則として取得原価主義が④採用され，それを支える検証可能にしてかつ組織的な帳簿記録が
重視されることになる。
2．意思決定会計
　企業会計の枠組みに関するいま一つの見解は，「意思決定会計」の枠組みとみる説である。こ
れは，近年における資本市場の発展を背景にして，特にそこに参加する投資家等の資本提供者に
対して彼らの資源配分に関する合理的な経済的意思決定に有用な会計情報を提供するための会計
を重視する見解である。
　一般に，「投資家」（investor）という場合，その中には現在の株主のほかに，現在の債券保有
者（債権者の一部）も含まれる。さらに，将来証券投資を行う者（将来の株主および社債権者）
も含まれることになる。こうした状況のもとでは，これらの広範にわたる投資家が最も重要な利
害関係者として会計報告の最上位の受け手となる。こうした投資家は，投資意思決定のための基
礎資料として会計情報を必要とするのである。加えて，金融機関などの与信者（狭義の債権者）
も重要な利害関係者として会計報告の受け手の中に含められる。彼らは，与信意思決定のために
会計情報を利用するのである。したがって，企業会計は，投資家および債権者に対して彼らの資
源配分に関する合理的な経済的意思決定のために有用な会計情報を提供し，彼らの利益を保護す
ることを主要な目的とした会計であるということができる。
　こうした「意思決定会計」のもとでは，会計報告は，なによりも，投資家を中心とした情報利
用者の経済的意思決定に伴う不確実性を減じ，将来の予測に役立つ特性を備えた情報を提供する
ことが要求され，そのような情報こそが「有用な情報」とみなされるのである。それゆえ，この
場合には，会計情報の適性は，基本的には，投資家等の情報利用者の経済的意思決定に対する有
用性，いいかえれば，それぞれの利用目的への関連性に基づいて判定されるから，「目的適合性」
こそが基本的な情報特性を示すものと考えられる。「意思決定会計」の枠組みのもとで，取得原
（4）安藤英義教授は，会計の本来的機能は利害調整機能であるとして，会計の本質を利害調整会計である
　　ととらえられる。そして，会計が取得原価主義あるいは実現主義を保持している限り，利害調整会計は
　最後の砦を残していると指摘されている。安藤英義著『簿記会計の研究」中央経済社，2001年，212頁
　～213頁参照。
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価基準に基づく回顧的な測定構造に代えて，時価基準や割引現価基準などの現在ないし将来展望
的な測定属性，または取得原価基準に加えて，時価基準ないし割引現価基準をも含む混合測定属
性が採用されるのもそのためであるとみられる。
　このようにして，「意思決定会計」においては，会計情報は，情報利用者の意思決定に有用で
あるとみなされれば，委託された資本の管理運用の事実を示す過去の取引事実を反映した客観的・
組織的な帳簿記録を基礎に，それから誘導して作成することは必ずしも必要とされないかもしれ
ない。
　さきに紹介したように，AAA会計測定委員会の「1971年報告書」では，特に会計測定の視点
から，会計を「エクイティ・アカウンティング」と「オペレーショナル・アカウンティング」に
分類しているが，このうち前者の「エクイティ・アカウンティング」が前述の「受託責任会計」
ないし「利害調整会計」に該当するのに対して，後者の「オペレーショナル・アカウンティング」
は，「経営者および投資家の意思決定，特に資源配分に関する意思決定に有用な情報を提供する
ことを目的とした会計」であると定義されている（5）ように，ここにいう「意思決定会計」に相
当するものと解される。この報告書では，この会計システムでは，測定基準として，特に「展望
的測度」が重視されると指摘されている。
皿　会計基準の展開
1．新会計基準の設定
　近年，経済環境の変化を背景に，これに伴う新しい取引形態の発展への対応と，IASないし
IFRSに代表される国際標準との調和化を目的として，取得原価基準と実現基準に基づく従来の
「企業会計原則」を保持しながらも，その周辺に「ピースミール・アプローチ」に従って，1993
年（平成5年）の「リース会計基準」をはじめ，新しい会計基準が個別的に相次いで設定され，
わが国の企業会計制度は，証券取引法会計を中心に大幅に改訂されることになった。
　会計基準の新設または改訂に関して，現在までに，企業会計審議会より公表された主な文書を
示すと，以下のとおりである。
　（1｝’「リース取引に係る会計基準に関する意見書」（平成5年6月）
　（2）「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」（平成9年6月）
　（3）中間連結財務諸表等の作成基準の設定に関する意見書」（平成10年3月）
　（4）「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見書」（平成10年3月）
　（5）「研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成10年3月）
　（6）「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成10年6月）
　（7＞「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成10年10月）
（5）　AAA；op，　cit．，　pp．1－48．
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　（8）「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（平成11年1月）
　（9）「外貨建取引等会計処理基準に関する意見書」（平成11年10月）
　（10）「固定資産の減損に係る会計基準」（平成14年8月）
　㈲　「企業結合に係る会計基準」（平成15年10月）
　これらの新しい個別の会計基準（一部改訂を含む）は，その内容において多様であるが，その
基礎にほぼ共通して見受けられるのは，主に投資家等に対する意思決定のための情報開示の視点
から財務諸表の本体を通して企業の経済的実態を開示することが強調されている点である。その
意味で，これらの新会計基準は，特に会計の情報提供機能を強調したものであり，意思決定会計
の範晴に属するものであるとみられる。
　新会計基準に定める事項について，情報開示の視点から，特に注目に値するポイントを列挙す
ると，以下のとおりである。
　（1）金融商品の発生について契約時に認識することr契約主義の採用による取引認識の早期
　　化
　「金融商品会計基準」では，金融資産および金融負債自体を対象とする取引については，当該
取引の契約時から，当該商品の価格変動リスクや信用リスクが契約当事者に生じるために，その
発生は，原則として，契約時に認識される（第二・一）。これは，従来の「受渡ベース」に対し
て，「約定ベース」（契約主義）の採用を意味し，取引認識の早期化，いいかえれば，「時間の観
点からの取引概念の拡大」を示すものといえる。この措置によって，金融商品取引に関する契約
上の権利・義務の「オンバランス化」が図られることになる。
　（2）リース取引の資本化
　①ファイナンス・リースの資本化一売買処理
　「リース会計基準」では，リース取引のうち，①ノン・キャンセラブル（解約不能）とフル・
ペイアウトの2要件を満たすもの（ファイナンス・リース取引）については，「経済的実質優先
の原則」に基づいて，売買取引として取り扱い，原則として，借手側でリース資産（「有形固定
資産」）およびリース負債として貸借対照表に両建計上する（「オン・バランス化」）するものと
されている（三・1・（1））。このような，ファイナンス・リース資本化の基礎には，リース資産は，
法的所有権はもたないが，その実質においては自己所有設備と同等の経済的効果を有するという
意味で，「経済的実質優先」の思考があてはまるものといえる⑥。
　②所有権移転外リース取引に関する賃貸借処理の容認
　ただし，「リース基準」では，ファイナンス・リース取引のうち，所有権移転外リース取引に
ついては，例外的に通常の賃貸借処理法を採用することができるとされ，法的所有権の側からの
制約が見出される（三・1・（3｝）。この例外的処理の容認は，日本基準の限界を示すものであり，
国際基準との異質性を表すものである。
（6）　拙稿「リース資本化の二形態一「G4＋1」の提案内容（2000年）に言及して　　」4頁～6頁参照。
　「会計プログレス』第4号（日本会計研究学会，2003年）所収。
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　③リース取引の認識時点
　ファイナンス・リース取引の借手側の処理に関して，リース取引をどの時点で認識すべきかと
いう点が問題になる。これについて，リース契約は一種の「未履行契約」（executory　con－
tracts）一購買契約，雇用契約，年金契約など一定の契約が締結されたが，その契約の対象と
する行為が当事者のいずれによってもまだ履行されていないものをいう一とみなされ，契約時
点では借手の権利（または義務）と貸手の義務（または権利）とが見合う関係になるから，両者
は相殺される関係にあるなどの理由により，リース資産およびリース負債を認識することを適当
ではないと指摘されるω。
　「リース会計基準」では，この問題に言及されていないが，一般には，契約時点ではなく，リー
ス物件が借手側に引渡された時（引渡時点）に認識されるものと解されている。（注）⑧
　（注）　これについて，現行会計基準のモデルとなったSFAS　13号「リース会計」（1976年）およびSFAS
　　　23号「リース開始日」（1978年）では，リース契約の認識時点はリース開始日（リース契約日など）
　　　ではなく，リース取引の開始日（リース物件の引渡日）であると解されているω。
　以上のように，現行の「リース会計基準」では，リース取引（ファイナンス・リース取引）は，
その認識について財貨の引渡行為を重視しているから，取引概念については従来の伝統的な概念
が保持され，その拡張は図られていないのである。
　（3）時価会計の採用
　「新会計基準」では，資産・負債の評価の基準として，次のような諸項目に対して，時価（公
正価値）評価が採用されている。これは，「企業会計原則」に代表される従来の会計基準では，
評価の基礎としてもっぱら取得原価基準（一部低価基準を含む）が採用されていたのに対してき
わめて特徴的である。
　①「外貨換算会計基準」では，外貨建金銭債権債務は決算日レート法が適用され（一・2・（1）・
②），かつ換算差額について当期損益へ計上することとされている（一・2・②）。
　②「金融商品会計基準」では，有価証券（市場価格のある有価証券）については，保有目的
の視点から，売買目的有価証券および「その他有価証券」（「持合株式」を含む），ならびにデリ
バティブ取引により生じる正味の債権および債務について，時価評価することが要求される。そ
して，時価評価差額は，売買目的有価証券およびデリバティブ取引に係るものは，当期損益に算
入するが（第三・二・1，四），「その他有価証券」に係るものは，税効果調整後，①全額資本の
部に計上するか（全部資本直入法），あるいは②評価差益は資本の部に計上するが，評価差損は
当期損失として処理する（部分資本直入法）こととする（第三・二・4・（1）および（2））。
　このような時価評価差額（未実現利益）の当期損益への計上は，収益認識基準として伝統的な
実現基準の拡張を示す，いわゆる「実現可能性基準」を採用することを意味する。実現可能性基
準とは，一定の保有資産が容易に既知の現金額または現金請求権に転換しうる時点に，収益は実
（7）　拙稿「リース会計基準の設定にっいて（完）」『税経セミナー』1993年10月号，7頁～8頁参照。
（8，9）前掲拙稿「リース資本化の二形態……」8頁参照。
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現可能であるとして認識される基準をいう。この場合に，「容易に転換可能な資産」とは，（1）互
換可能（代替可能）な単位をもち，また（2）価格に著しい変動を及ぼすことなく，当該企業が保有
している資産を即時に吸収できる活発な市場において入手できる公定相場をもっている資産であ
ると定義している。たとえば，特定の農産物，貴金属および市場性ある有価証券がこれに該当す
る。
　このようにして，この認識規準は，特に組織化された市場で取引される「容易に転換可能な資
産」に適用され，伝統的な実現基準にいう「実現の要件」（財貨等の引渡しと，その対価として
の貨幣性資産の流入）が満たされなくても，測定可能性と並んで，貨幣性資産への転換可能性の
要件が充足されれば，収益を計上することを許容するのである。したがって，この基準によると，
伝統的な実現基準による場合よりも，収益の計上が早められることになるCI°）。
　（i＞「時価」の意味
　この「会計基準」でいう「時価」とは，「公正な評価額」（fair　value）をいい，通常は市場価
格をいう。市場価格がない場合には，割引現価など，合理的に算定された価額とする（第一・二）。
　㈹　時価評価差額の処理の問題点
　上述した「その他有価証券」に係る時価評価差額の処理法としての全部資本直入法または部分
資本直入法によると，評価差額は，その全部または一部が当期損益に算入されず，資本の部に算
入される結果，この処理法のもとでは，貸借対照表と損益計算書の連携が切断され，「クリーン・
サープラス」（clean　surplus）一これは，貸借対照表上の剰余金は，損益計算書で算出された
純利益（利益処分を除く）をそのまま累計したものに等しいことを意味する一を侵害し，「ダー
ティ・サープラス」（dirty　surp豆us）一これは，貸借対照表上の剰余金の中に損益計算書に表
示された純利益以外の不純物が含まれることを指す一を生ぜしめるという問題がもたらされる
ことになるω。これは，とりもなおさず，その基礎に複式簿記の存在が予定されていないこと，
いなむしろ，複式簿記の仕組みから離反していることを意味する。その結果，財務諸表の透明性
は損なわれ，投資家等情報利用者の財務諸表に対する理解可能性は阻害されざるをえないであろ
うG2）。
　③「退職給付会計基準」では，退職給付引当金の計算上，退職給付債務については，退職給
付見込額のうち当期までの発生額を割引現価基準を用いて割引計算し（二・2・（1）），一方，それ
から控除されるべき年金資産は公正な評価額（時価）で評価する（同3）。
　（4）固定資産の減損処理
　「固定資産減損会計基準」によると，固定資産について収益性の低下により投資額の回収が見
込めなくなった場合に，その帳簿価額を回収可能価額まで減損すること（「減損処理」）が要求さ
（10）米国財務会計審議会（FASB）；「財務会計概念報告書」（SFAC），　No．5，　Recognition　and　Measure－
　ment　in　Financial　Statements　of　Business　Enterprises，　December　1984，　par，83　a，平松一夫・広瀬
　義州「邦訳書」中央経済社，増補版，2002年，249頁～250頁。
（11，12）　拙稿「時価評価差額の性格と処理一FASBの取組みを中心として一」『明大商学論叢』82巻2
　号（2000年3月），153頁参照。
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れる。この減損処理は，臨時償却（耐用年数の短縮による）などの場合と同様に，固定資産の過
大な帳簿価額を減額し，将来に損失を繰延べないために行う会計処理であるとみなされ，そのた
め，しばしば取得原価基準のもとで行われる帳簿価額の臨時的な減額であるといわれる（三・1，
2，3）。これは，見方によっては，時価評価の下方への適用であるともみることができる。
　この場合に，固定資産の回収可能価額とは，①売却による回収額である資産の正味売却価額
（売却時価一処分費用見込額）と，②使用による回収額である使用価値（資産の継続的使用と使
用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値）のいずれか高い方
である（「意見書」四・2・㈲）。
　このように，この「会計基準」では，固定資産の回収可能価額の測定について，正味売却価額
あるいは割引現価などの主観的な測定値が採用されているのである。特に固定資産への割引現価
基準への適用については，「意見書」でも，「将来キャッシュ・フローが約定されている場合の金
融資産と異なり，成果の不確定な事業用資産の減損は，測定が主観的にならざるを得ない」と指
摘されている（「意見書」四・2・②）。
　⑤　キャッシュ・フロー計算書の導入
　「新会計基準」では，基本財務諸表として，貸借対照表と損益計算書と並んで，キャッシュ・
フロー計算書を作成・公表することが要求されている。この計算書は，周知のように，一会計期
間におけるキャッシュ・フロー（現金・現金同等物に代表される資金の増減変化）の状況を三つ
の活動区分（営業活動，投資活動，財務活動）別に表示するものであり，現行の発生主義会計の
もとで，特に企業が現金資金を生み出す能力や債務を弁済する能力を投資家等が評価するために
有用な会計情報として独自の意義を有するものである。
　いうまでもなく，損益計算書と貸借対照表は，複式簿記の機構を前提としてそれから導き出さ
れる組織的な勘定記録から誘導して作成される。すなわち，損益計算書は集合損益勘定の記録を
母体として，また貸借対照表は決算残高勘定の記録を母体としてそれらから直接作成される関係
にある。一方，キャッシュ・フロー計算書は，複式簿記の勘定記録を基礎にするといっても，そ
れから直接誘導されるわけではない。複式簿記機構との結びつきでは，その機構の中に，集合損
益勘定や決算残高勘定に相当するキャッシュ。フロー計算書の母体となる装置が組み込まれてい
ないために，キャッシュ・フロー計算書は，勘定記録から直接誘導された「第一次会計情報」と
しての損益計算書および貸借対照表データを基礎にし，それから組替や修正を加え，いわば「第
二次会計情報」として作成されざるをえない（’3）。こうした問題を含みながらも，複式簿記機構
では，会計情報の面から要請される第三の財務諸表であるキャッシュ・フロー計算書を自己のシ
ステムの中に取り入れ，自己の拡張を図っているようにも思われる。
　⑥　小　括
　以上説明したように，「新会計基準」では，特に情報開示の視点から，（1）金融商品の認識につ
（13）　鳥村剛雄稿「会計制度の現状と展望」鳥村剛雄博士還暦記念委員会編『企業会計の現状と展望』白桃
　書房，1988年，14頁～15頁参照。
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いて契約主義（約定主義）の採用　　取引認識の早期化，②ファイナンス・リース取引の借手側
での原則資本化の要求　　　「経済的実質優先の原則」に基づくリース資産・負債のオンバランス
化の要請，（3｝保有目的アプローチによる一定の金融商品（売買目的有価証券・「その他有価証券」
ならびにデリバティブ取引），外貨建金銭債権債務（決算日レート基準），退職給付債務および年
金資産等についての時価（割引現価を含む）評価の要求，（4）固定資産の減損処理についての回収
可能額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額）による測定の指示など一以上時価
会計（下方の時価会計を含む）の採用，さらにキャッシュ・フロー計算書の採用などが注目され
る。これらの諸点は，「意思決定会計」の具体的な展開を示すものであると考えられる。これを
複式簿記の視点からみると，次のような問題点を指摘することができる。
　（1）金融商品の認識に関する契約主義の採用は，財貨等の引渡し（移転）を内容とする伝統的
な取引概念の拡張を表すものである。
　②　金融商品その他の項目の時価評価は，複式簿記の基本的な機能である客観的な取引事実に
ついての組織的な取引記録の導出という機能からみると，それは必ずしもこの機能に適合するも
のとはいいがたい。特に固定資産の減損損失の測定に関して「使用価値」（資産または資産グルー
プの継続的使用と使用後の処分のよって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値）
が適用される場合には，主観的な見積りや判断が介入し，恣意的にならざるをえない。すでに紹
介したように，これについて，「意見書」自身でも，「……金融資産の場合と異なり，成果の不確
定な事業用資産の減額は，測定が主観的にならざるを得ない」と指摘されている。
　（3）「その他有価証券」の時価評価差額の処理について，全部資本直入法または部分資本直入
法が採用されているから財務諸表の連携は切断され，その基礎に複式簿記機構は予定されていな
い。
　以上のように，「新会計基準」には，金融商品の処理を中心にかなり広範に情報開示の視点に
立った「意思決定会計」の思考が取り入れられている点が見受けられる。しかしながら，わが国
の現行の企業会計制度を全体としてみると，それは基本的には，「受託責任会計」ないし「利害
調整会計」の枠組みに立脚して，営業用資産については取得原価基準に基づく評価を採用し，ま
た営業収益の認識については実現基準を採用しているのである。確かに，さきにみたように，
「新会計基準」では，情報開示の視点から，金融商品の認識に関する契約主義，一定の金融商品
その他の資産・負債の時価評価さらには一定の評価差額ないし換算差額の当期損益としての認
識一実現可能性基準の採用など，随所に経済的実態に適合した情報の開示が企てられている。
　そのたあ，現行の企業会計システムは，「意思決定会計」と「利害調整会計」の二面性をもつ
ものといえるかもしれない。しかしながら，少なくとも現在までの段階では，とりわけ金融商品
の評価に関して全面時価評価でなく，保有目的の視点からの部分時価評価にとどまっているとこ
ろに特徴的に示されているように，前者（「利害調整会計」）がいぜんとしてその中心に位置づけ
られていると考えることができるであろう。
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IV　複式簿記機構
　（1）複式簿記の意義
　周知のように，複式簿記（企業複式簿記）は，複雑な企業の経済活動において生起する取引事
象を勘定という固有の形式を用いて貸借両面から，組織的に記録・計算して，企業資本の運動を
計算的に追跡する技術である。企業会計は，今日，この複式簿記をその中に組み込むことによっ
て，資本の価値運動を測定するための機構として有効に機能している。
　②　勘定体系
　もちろん，すべての取引事象が組織的に貸借複記されるためには，その基礎に一定の勘定体系
が整備されていることが必要である。複式簿記機構の中核をなす勘定体系は，基本的には，実在
勘定（ストック勘定）一現金・売掛金・商品等の資産を示す積極在高勘定群と買掛金・借入金
等の負債および資本を示す消極在高勘定群からなる一と，名目勘定（フロー勘定）一経済活
動に伴う価値流入を示す収益勘定群と価値流出を示す費用勘定群からなる　　から構成される。
複式簿記は，勘定体系の面からみると，このような実在勘定（実体勘定）と名目勘定の統合をそ
の中核として成り立つものである（14）。こうした勘定体系が用意されることにより，ここにすべ
ての取引事象について貸借複記が可能となるような組織的な記帳システムが形成されるのである。
　（3）組織的・客観的な帳簿記録の導入
　このような勘定体系に基づく複式簿記システムのもとでは，取引事象はすべてに貸借複記され，
しかもそれらの記帳が客観的証拠に基づいている限り，組織的かつ検証可能な帳簿記録を導出す
ることが可能になる。この点にこそ複式簿記の第一義的な意義が見出される。
　（4）損益計算書・貸借対照表の誘導
　期中の各勘定記録は期末決算において整理・総括されたうえで，各名目勘定の貸借差額は集合
損益勘定に，各実在勘定の貸借差額は決算残高勘定にそれぞれ集計される。そして，集合損益勘
定の記録から損益計算書が，また決算残高勘定の記録から貸借対照表が誘導して作成されること
になる。この場合，損益計算書では損益法により，一方貸借対照表では財産法により当期損益が
それぞれ計算される。このように，同一の機構のもとで，二つの損益計算が同時平行的に行われ，
その計算結果は同一になるように仕組まれているところに複式簿記の主要な特徴の一つが見出さ
れる。
（14）　これについては，つぎの文献参照。安平昭二述「簿記（複式簿記）とはなにか　　その捉え方と教え
　方一」『安平昭二先生講演録』帝塚山大学，2004年5月22日。ここで安平教授は，勘定理論を｛1）資
　本等式型，（2）貸借対照表等式型，〔3）試算表等式型（総勘定合計表説）および（4｝損益等式型に分類される。
　　そして損益等式型　　　（資産一負債一資本）＝（収益一費用）に注目し，その左側を実体勘定，右側を
　名目勘定と呼び，これを「実体・名目二勘定系統説」と名付けられるが，複式簿記を貸借対照表計算と
　損益計算書計算の統合と捉える立場からみると，この説こそが妥当する，と説かれる。3頁～9頁参照。
　　さらに，鳥村剛雄著『会計学一般原理』白桃書房，1989年，23頁参照。
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　なお，複式簿記は，しばしば指摘されるように，企業の経済活動においての記録・計算のシス
テムであるが，帳簿記録を通じて損益計算書および貸借対照表を導出するという意味で，会計報
告とも結びつくのである。
　（5）財産管理機能
簿記の原初的な機能として財産管理機能があげられるが，これは，主に補助簿（補助記入帳・補
助元帳など）において，物量の記録・計算という形をとって行われるのが普通である。
V　結　　び
　以上述べてきたように，「新会計基準」では，金融商品の発生の認識に関する契約主義の導入，
ファイナンス・リース取引の借手側での（原則）資本化の要請，一定の金融商品その他の項目に
ついての時価評価の採用等みられるように，特に情報開示の視点から，改善が図られており，随
所に「意思決定会計」の影響が浸透している様子が見受けられる。
　こうした新しいルールに従う認識・測定の結果も，やはり複式簿記の枠内で複式記入のルール
に基づいて組織的に記録・計算され，最終的に会計報告に反映されることになる。だが，こうし
た処理によっては，複式簿記の生命（本質的機能）をなす現実の取引についての客観的かつ組織
的な記録の導出という役割は修正されざるをえないであろう。特に固定資産の減損処理に代表さ
れるような「将来キャッシュ・フローの割引現価」の適用は，それと異質的な多分に主観的・恣
意的な要素の導入をもたらし，複式簿記の役割の重要な変更を余儀なくするものといわざるをえ
ないであろう。
　しかし，わが国の企業会計制度は，現在までのところでは，全体的にみると，「受託責任会計」
ないしは「利害調整会計」がいぜんとしてその中心をなしていると思われる。こうした「受託責
任会計」ないし「利害調整会計」では，その目的の実現のためには特にその基礎に，取引事実に
ついての組織的。客観的な帳簿記録の導出とそれに基づく会計報告の産出を可能にする仕組みが
用意される必要がある。ここに複式簿記の積極的な存在理由が求められるのではないかと考えら
れる。
　比較的最近入手した米国の会計学文献をみていると，「取引主義会計」（transaction－based
accounting）という用語が用いられているのが目についた。複式簿記の基礎には，この「取引
主義会計」が据えられているように思われる。これは，日常の記帳の対象となる経済事象とは，
財貨・サービスの引渡し（移転）を意味する「取引」を指し，かつ記帳の金額的基礎は実際の取
引価額（取得原価）によることを要求し，さらに利益は他の報告単位との取引から生ずるもので
あるとして，「実現基準」を要求する原則であるとされている（’5）。この原則こそが複式簿記の実
質的な枠組みを形成するものであるとみることができる。複式簿記は，こうした「取引主義会計」
（15）Schroeder，　R．　G　and　Clark，　M．　W．；Accounting　Theory：Text　and　Readings，　6th　edition，1998，　pp．
　94～96．
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をその基礎に置くことによって，その主要な機能である取引事実についての組織的・客観的な帳
簿記録の導出とそれに基づく会計報告の担い手である財務諸表を産出するための記録・計算シス
テムとして存立しうるのであり，したがって「利害調整会計」の基盤をなすものとして期待され
るのである。
　しかしながら，「新会計基準」における上述のような諸論点は，この「取引主義会計」，したがっ
てまたそれをべ一スにした複式簿記の仕組みに重要な修正を迫るものといわざるをえないであろ
う。確かに，これらのうち，特に金融商品についての契約時点での認識，一部の金融商品につい
ての時価評価などの要請は，「取引主義会計」とは異質のものであるとみられる。しかし，これ
らの措置によっても，取引当事者間の実際の契約に基づいて記帳が行われ，また現実の市場価格
等に基づいて時価の測定が客観的に行われる限り，検証可能な客観的帳簿記録を導出することは
可能であるとも考えられる。もしそうであれば，複式簿記はこれらの情報開示の視点に適合した
措置をその枠内に取り入れることによって，その充実ないし拡張を図ることができると考えられ
る。リースの資本化の要請もその主要なものの一つであるとみることができるであろう。
　しかし，その反面で，特に固定資産の減損処理にみられるような「将来キャッシュ・フローの
割引現価」の適用などは多分に主観的・恣意的な要素の導入をもたらし，複式簿記の役割の重要
な変更を余儀なくすることもみとめなければならないであろう。
　これらの点を考慮に入れて，複式簿記のあり方，あるいはそれと会計との結びつきなどについ
て，特に簿記の充実ないし拡張など発展の可能性をも視野に入れて，いま一度再検討する時期が
来ているように思われる。
